
4 衛生費

1 保健衛生費 1 保健衛生総務費

［担当：保健センター］ P.158

20 健康づくりに要する経費 1,063,000 円（1,554,000 円）

［国・県 142,000 円 一財 921,000 円］

＊ 特財積算根拠

［県補：健康増進事業費補助金 142,000 円］

○ 目的

健康の保持・増進と疾病の予防を図る。

○ 内容

自らの健康は自ら守るという認識のもと、健康の保持・増進・疾病予防に必要な知識を

学び、生活習慣を見直すための生活習慣病予防講座や、糖尿病学習会等の健康教育を実施

する。また、生活習慣病予防や食育活動の推進を図るため、取手市食生活改善推進協議会

に健康づくり推進事業を委託する。

［担当：保健センター］ P.159

2401 取手北相馬休日夜間緊急診療所運営に要する経費 38,500,000 円（36,715,000 円）

［その他 27,461,000 円 一財 11,039,000 円］

＊ 特財積算根拠

［負担金：取手北相馬休日夜間緊急診療所運営費負担金 16,431,000 円］

［繰入金：地域振興基金繰入金 11,030,000 円］

○ 目的

日曜日や祝日、年末年始における日中及び夜間、並びに土曜日の夜間を含めた初期救急

医療体制の構築を図る。

○ 内容

取手市、守谷市、利根町及びつくばみらい市が、取手北相馬休日夜間緊急診療所の運営

を公益社団法人取手市医師会に委託し、日曜日や祝日、年末年始における日中及び夜間、

並びに土曜日の夜間に診療所を開設し、初期救急医療体制の構築を図る。

［担当：保健センター］ P.159

2501 常総地域病院群輪番制病院運営費補助金 33,368,000 円（33,368,000 円）

［その他 25,192,000 円 一財 8,176,000 円］

＊ 特財積算根拠

［負担金：常総地域病院群輪番制病院運営費負担金 19,272,000 円］

［繰入金：地域振興基金繰入金 5,920,000 円］

○ 目的

日曜日や祝日及び夜間（全日）の第二次救急医療体制として、重症患者（手術・入院を

要する患者）の医療の確保を図る。併せて、小児救急医療輪番制により、地域の小児救急

医療の確保を図る。
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○ 内容

日曜日や祝日の日中及び全日の夜間において、常総地域内の JAとりで総合医療センター、

取手北相馬保健医療センター医師会病院、東取手病院、総合守谷第一病院、守谷慶友病院、

きぬ医師会病院及び水海道さくら病院の 7病院が共同連携し、輪番方式で行う第二次救急

医療業務に関する運営経費を「常総地域における病院群輪番制病院運営費の補助に関する

協定書」に基づき、4市 1町で補助する。また、JAとりで総合医療センター及び総合守谷

第一病院が輪番方式で行う小児救急医療業務に関する運営経費を「小児救急医療輪番制病

院運営費の負担に関する協定書」に基づき、4市 1町で補助する。

協定市町：取手市、守谷市、利根町、つくばみらい市、常総市

・常総地域病院群輪番制病院運営費補助金 31,116,000円

・小児救急医療輪番制運営負担金 2,252,000円

［担当：保健センター］ P.159

4001 公的病院等運営費補助金 121,438,000円（121,591,000円）

［一財 121,438,000円］

○ 目的

公的病院等に対し、運営費を補助することにより、救急医療の確保及び地域医療の充実

を図る。

○ 内容

JAとりで総合医療センター及び取手北相馬保健医療センター医師会病院に対し、特別交

付税に関する省令により算定した額を基準として、運営経費の補助を行う。

1 保健衛生費 2 予防費

［担当：保健センター］ P.159

2001 予防接種に要する経費 401,046,000円（302,729,000円）

［その他 91,646,000円 一財 309,400,000円］

＊ 特財積算根拠

［諸収入：雇用保険料本人負担分 14,000円〕

［諸収入：新型コロナウイルスワクチン助成金 91,632,000円］

○ 目的

各種感染症の発生及びまん延を防止し、市民（国民）の免疫水準を維持するために、予

防接種の接種機会を安定的に確保する。

○ 内容

予防接種法に定める定期予防接種（A類疾病・B類疾病）及び、予防接種法に基づかない

取手市が独自に費用の一部を助成して行う任意予防接種を実施する。

(1)HPVキャッチアップ接種

急激なワクチン需要の増加に伴い、当初令和 6年度末までの実施を予定していた、HPVワ

クチンのキャッチアップ接種が令和 6年度末までに完了しない方のため、接種の期間を 1

年間延長して実施する。

(2)帯状疱疹ワクチン接種

国は令和 6年 12月に、帯状疱疹を予防接種法の B類疾病に位置づけ、令和 7年 4月 1
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日から定期接種を開始するとしたことから、市は国の定める定期接種対象者に加え、市

独自の任意接種対象者に対し、公費助成を実施し接種の促進を図る。

(3)新型コロナウイルスワクチン接種

新型コロナワクチン接種助成期間は、令和 7年 10月から令和 8年 3月とし、対象者は、

年度末年齢で 65歳以上の方及び満 60歳～64歳の者のうち、心臓・じん臓・呼吸器・免疫

機能に障害がある方とする（身体障害者手帳 1級程度）

【定期予防接種】

A類疾病：B型肝炎・Hib感染症・小児の肺炎球菌感染症・ジフテリア・百日せき・破

傷風・急性灰白髄炎（ポリオ）・結核（BCG）・麻しん・風しん・水痘・日本

脳炎・ヒトパピローマウイルス（HPV）感染症（子宮頸がん）・ロタウイルス

B類疾病：季節性インフルエンザ・高齢者の肺炎球菌感染症・新型コロナウイルス感染

症・帯状疱疹（65歳の方等）

【任意予防接種】

小 児：おたふくかぜ・季節性インフルエンザ

高齢者等：帯状疱疹（年度末年齢 66歳以上の定期外年齢の方、満 50歳～59歳のヒト

免疫不全ウイルスによる免疫機能の障害を有する方）

＜委託料内訳＞予防接種ワクチンの種類

定期接種（法定） 任意接種（市独自）

対

象

者

・年度末年齢で 65歳の方

・満 60～64歳であって、ヒト免疫不全ウイル

スによる免疫機能の障害がある方（身体障害者

手帳 1級程度）

・年度末年齢で 70、75、80、85、90、95、100

歳（5年間の経過措置）

・年度末年齢で 101歳以上（令和 7年度のみ）

・年度末年齢 66歳以上で定期接種年齢外の方

・満 50～59歳であって、ヒト免疫不全ウイル

スによる免疫機能の障害がある方（身体障害

者手帳 1級程度）

ワ

ク

チ

ン

乾燥弱毒生水痘ワクチン（1回）

乾燥組み換え帯状疱疹ワクチン（2回）

助

成

額

乾燥弱毒生水痘ワクチン・・・ ・1回 4,000円

乾燥組み換え帯状疱疹ワクチン・・1回 10,000円（2回まで助成）

区分 予防接種ワクチンの種類 見込回数 助 成

定期

予防接種

BCG 540 全 額

麻しん風しん（MR）1期（1歳児）・2期（年長児）

5期（成人）
1,169 全 額

麻しん 1期（1歳児）・2期（年長児） 1 全 額

風しん 1期（1歳児）・2期（年長児）

5期（成人）
1 全 額

B型肝炎 1,620 全 額

ヒブ 540 全 額

肺炎球菌（小児） 2,232 全 額

5種混合（ジフテリア・百日せき・破傷風・ポリオ・ヒブ） 2,160 全 額

4種混合（ジフテリア・百日せき・破傷風・ポリオ） 540 全 額
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1 保健衛生費 3 母子衛生費

［担当：保健センター］ P.161

20 乳幼児健診に要する経費 13,159,000円（20,533,000円）

［国・県 2,400,000円 その他 24,000円 一財 10,735,000円］

＊ 特財積算根拠

［国補：子ども・子育て支援交付金 1,200,000円］

［県補：子ども・子育て支援交付金 1,200,000円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 24,000円］

○ 目的

家庭訪問や乳幼児健診により、生後早期からの子育て環境や、児の発育状況、母親の心

身の健康状態を確認し、保護者との信頼関係を築きながら、疾病などの早期発見及び早期

対応を図る。

○ 内容

（1）家庭訪問

・乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）を実施する。

生後 4か月までの乳児がいる全ての家庭に保健師・保育士等が訪問し、安心して子育

てができるように支援する。

・他市町村の依頼により、里帰りしている産婦・乳児の訪問を実施する。

・継続的に支援が必要な場合には地区担当保健師が訪問し、こども相談課や児童相談所

等の関係機関及び医療機関と連携して対応する。

3種混合（ジフテリア・百日せき・破傷風） 1 全 額

不活化ポリオ 1 全 額

水痘 1,080 全 額

日本脳炎 2,847 全 額

2種混合（ジフテリア・破傷風） 694 全 額

HPV（子宮頸がん予防） 1,280 全 額

ロタウイルス 1,134 全 額

インフルエンザ（高齢者）
一般 24,515 一 部

減免者 415 全 額

新型コロナウイルス（高齢者）
一般 10,777 一 部

減免者 213 全 額

肺炎球菌（高齢者）
一般 246 一 部

減免者 1 全 額

帯状疱疹（高齢者）
一般 234 一 部

減免者 4 全 額

任意

予防接種

おたふくかぜ 600 一 部

インフルエンザ（小児） 7,811 一 部

帯状疱疹（高齢者）
一般 850 一 部

減免者 17 全 額
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（2）健康診査

4か月児、1歳 6か月児及び 3歳 5か月児を対象に健康診査を実施する。

また、3歳 5か月児健診では、目の検査機器（屈折検査）により、近視や乱視等の屈折

異常の早期発見、早期対応を行う。

4か月児健康診査 ：身体計測、診察（内科）、離乳食指導、保健指導及び図書館職

員によるブックスタート

1歳 6か月児健康診査：身体計測、診察（内科・歯科）、相談（発達・子育て・栄養）、

保健指導及び歯科衛生士による歯みがき指導・フッ化物塗布

3歳 5か月児健康診査：身体計測、診察（内科・歯科）、相談（発達・子育て・栄養）、

保健指導及び歯科衛生士による歯みがき指導・フッ化物塗布、

目の検査（屈折検査）、視能訓練士による視力検査、尿検査

（3）育児相談

乳幼児が健やかに成長できるよう、保健師・栄養士・歯科衛生士・心理士が育児に関

する心配事や不安についての相談に対応し、必要な支援を行う。

また、子育て中の親が地域の身近な場所で相談が受けられるように、各地域子育て支

援センターに専門職が出向き相談を実施する。

［担当：保健センター ※（5）のみ国保年金課］ P.163

21 母子保健に要する経費 99,612,000 円（82,815,000 円）

［国・県 18,008,000 円 その他 855,000 円 一財 80,749,000 円］

＊ 特財積算根拠

［負担金：未熟児養育医療保護者負担金 767,000 円］

［国負：未熟児養育医療負担金 1,088,000 円］

［国補：子ども・子育て支援交付金 7,749,000 円］

［国補：母子保健衛生費補助金 4,268,000 円］

［県負：未熟児養育医療負担金 544,000 円］

［県補：地域少子化対策重点推進交付金 410,000 円］

［県補：子ども・子育て支援交付金 3,949,000 円］

［諸収入：講座参加個人負担金 88,000 円］

○ 目的

出産前後の母子の健康管理、児の健全な成長発達及び保護者への教育、育児不安等の軽

減を図る。

○ 内容

（1）妊婦父親関係経費

マタニティクラス・ウェルカムベビークラス

妊娠 5・6か月頃の妊婦又はその配偶者等を対象に妊娠、出産、育児について学ぶ教室

を開催する。

（2）母子健康教育関係経費

・1歳歯っぴい歯みがき教室

1歳児を対象に予約制で実施する。育児相談・栄養相談・歯科相談を行い、生涯にわた

る歯と口の健康づくりに積極的に取り組む。

- 76 -



・レッツトライ高校生講座

市内の高校生を対象に、妊娠・出産の知識や男女の体の仕組み、予防できる病気や感

染症等について学び、望ましい妊娠ができるよう正しい知識を提供し、自分のライフプ

ランを考えるきっかけとする。

・BP1 プログラム

生後 2～5か月の第 1子を育てている母親を対象に、仲間づくりと「少し先を見通した

子育ての知識」を BP1 プログラムの手法を用いて提供することにより、親の役割や育児

スキルを参加者同士で学び合う場とし、育児不安や育児ストレスの軽減を図る。

（3）妊婦・乳児健康診査関係経費

・妊婦健康診査

令和 7 年度より、妊婦健康診査の費用の一部助成を妊婦 1 人につき最大 14 回から 16

回（多胎妊娠の場合は最大 19回）へ助成回数を増やし、妊婦の健康診査費用の負担軽減

を図るとともに、健診結果を把握し、必要時に相談や指導を行い、健やかな妊娠と安全

な出産を迎えるために支援する。

・低所得妊婦等に対する初回産科受診助成事業

低所得者の妊婦の経済的負担軽減を図るとともに、妊婦の状況を継続的に把握し、必

要な支援につなげるため、初回に産科を受診した費用の一部を助成する。

・新生児聴覚検査

初回検査と再検査に対し、公費負担を実施し、聴覚障害の早期発見、早期治療を図る。

・産婦健康診査

産後初期段階で健康診査（出産後 2 週間頃及び 1か月頃の 2 回）を実施し、母体の身

体的機能の回復や授乳状況及び精神状態の把握を行い、母子への心身のケア（産後ケア）

などの支援につなげる。

・産後ケア

産後ケアを必要とする出産後おおむね 1歳未満の乳児と母親を対象として、医療機関

等においてデイサービス（通所）やショートステイ（宿泊）、アウトリーチ（居宅訪問）

の利用を通して、安心して子育てができるよう育児支援を行う。

・乳児健康診査

乳児の健康保持及び重篤な身体疾患の早期発見・早期診断を図るとともに、育児に関

する相談に応じ、保護者の育児を支援するため、生後 1 か月児健康診査、乳児期に第 1

回（3～7か月の間）、第 2回（8～11 か月の間）の健康診査を実施し、結果を確認の上、

必要時に支援につなげる。

（4）フォローアップ教室関係経費

1歳 6か月児健康診査、3歳 5か月児健康診査等の結果、発達の遅れや偏りが心配され

る児や不安を抱えている保護者に対し、取手市児童発達支援システムの一環として、集

団の場で保健師や心理士・保育士などの専門職が関わり、個々に応じた対応方法やアド

バイスを保護者に伝え、継続的に支援していく。必要時、療育機関や医療機関につなげ

る対応を行う。

（5）未熟児養育医療関係経費

身体の発育が未熟なまま出生した児に対し、医師が入院養育を必要と認めた場合、速

やかに適切な処置を講ずる目的で、指定医療機関において必要な医療の給付を行う。
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［担当：健康づくり推進課］ P.165

2301 妊産婦・子育て女性の健康づくり事業に要する経費 4,377,000円（5,157,000円）

［国・県 3,763,000円 その他 99,000円 一財 515,000円］

＊ 特財積算根拠

［国補：地方スポーツ振興費補助金 3,763,000円］

［諸収入：妊産婦・子育て女性の健康づくり事業個人負担金 99,000円］

○ 目的

妊産婦や乳幼児を養育する母親の、妊娠前後の不定愁訴、体力の低下、社会からの孤立

感や不慣れな育児に思い悩むこと等によるメンタルヘルスの悪化を予防する。対面及びオ

ンラインによる運動と相談一体型の教室を開催し、母親の健康増進・メンタルヘルスの向

上・コミュニティ形成の支援を図る。

○ 内容

週 2回のオンラインと月 1回の対面教室で、健康運動指導士による運動教室を開催し、

同時に助産師・保健師等による相談交流会を実施する。

運動教室運営委託料 4,100,000円

・運動教室運営支援

HP・受付システムの管理、運動教室・相談会の実施

・講師派遣

・運動教室への専門職（健康運動指導士・助産師・保健師等）の派遣

1 保健衛生費 4 生活習慣病対策費

［担当：保健センター］ P.166

20 生活習慣病対策検診に要する経費 61,390,000円（49,377,000円）

［国・県 2,567,000円 その他 452,000円 一財 58,371,000円］

＊ 特財積算根拠

［国補：新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業費補助金 150,000円］

［県補：健康増進事業費補助金 2,335,000円］

［県補：がん予防・検診促進事業費補助金 82,000円］

［諸収入：喀痰検査費用自己負担金 37,000円］

［諸収入：大腸がん検診費用自己負担金 415,000円］

○ 目的

健診により自己の健康状態を知り、生活習慣を見直すきっかけとすることにより、健康

の保持・増進を図る。

○ 内容

各種がん検診の受診率向上に向けて、検診案内の対象者の拡大や周知方法、申込方法を

工夫し、受診しやすい体制を整備するとともに、精密検査対象者の受診率向上に引き続き

努め、がん検診に関する知識の更なる普及を図る。

・検診受診率向上対策

20～40歳代の偶数年齢の女性に対して、年齢ごとに内容を変えて通知することで検診の

受診率向上を図る。子宮頸がん検診、乳がん検診の案内や 20～30歳代に対しては、ヘルス

アップ健診も併せて受診できるレディースプラス健診を案内している。健診は集団又は医
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療機関で受診でき、集団健診では一部託児付きを実施し、引き続き、健診を受けやすい環

境整備に努める。

・乳がんの早期発見対策

「乳がん触診モデル」を集団検診会場に設置したり、検診前にミニ講座を実施するなど、

ブレストアウェアネスの普及に努める。

・骨粗しょう症予防対策

健康寿命の延伸を図るためには、骨粗しょう症予防は重要である。骨粗しょう症の予防・

早期発見に向け、骨粗しょう症検診後の事後指導において、栄養及び運動指導や整形外科

医師による講演会を実施する。

［担当：保健センター］ P.169

2401 精神保健事業に要する経費 852,000 円（858,000 円）

［国・県 448,000 円 一財 404,000 円］

＊ 特財積算根拠

［県補：地域自殺対策強化事業費補助金 448,000 円］

○ 目的

こころの悩みや病気を抱える方及びその家族等に対する相談の場を設け、適切な支援を

行うとともに生活の向上を図る。また、広く市民に対し自殺予防及び精神保健福祉に関す

る普及啓発を図る。

○ 内容

こころの健康相談として、精神科医師による相談を月 1回実施する。

自殺予防対策事業については、庁内連携を図るため「いのちを守るネットワーク推進会

議」を継続的に実施し、関係部署で構成するワーキングチームにて、具体的内容を検討し

ていく。自殺予防週間・月間に、キャンペーンを実施し、市民への普及啓発を進める。地

域における見守りと気付きに重点をおき、身近な相談者を増やすため、ゲートキーパー養

成講座を継続して開催していく。

また、メンタルチェックシステム「こころの体温計」を用い、ホームページから自分の

こころの健康度をチェックし、必要時に適切な相談機関に関する情報提供ができる体制を

整える。

検診項目 見込受診者数（人）

骨粗しょう症検診 300

乳がん検診 2,563

胃がん検診 805

子宮がん検診 1,809

大腸がん検診 3,430

肺がん検診 5,137

肺がん検診 (喀痰検査） 90

ヘルスアップ健診 360

肝炎ウイルス検診 290

前立腺がん検診 1,445

歯周疾患検診 303

レディースプラス健診 587
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1 保健衛生費 6 環境衛生費

［担当：環境対策課］ P.171

2101 犬猫対策に要する経費 5,412,000 円（3,108,000 円）

［その他 2,463,000 円 一財 2,949,000 円］

＊ 特財積算根拠

［手数料：犬登録手数料 865,000 円］

［手数料：注射済票交付手数料 1,598,000 円］

○ 目的

狂犬病の予防及び公衆衛生・公共の福祉の増進を果たす。また、動物愛護協議会と連携

して動物の愛護及び適正飼養の確保を図る。

○ 内容

犬の登録啓発及び狂犬病予防注射に努め、鑑札、注射済票交付及び手数料徴取事務を行

う。動物愛護協議会と連携して、犬猫の飼育マナー向上を図る教室、講演会等を開催する。

また、良好な公衆衛生の保全を目的に市道上の犬猫等の死体処理を業者に委託を行う。

・委託料 動物死体処理業務委託料 4,180,000 円

［担当：環境対策課］ P.172

2401 取手市外 2市火葬場組合負担金 50,395,000 円（44,631,000 円）

［その他 25,000,000 円 一財 25,395,000 円］

＊ 特財積算根拠

［諸収入：取手市外 2市火葬場組合事務費 25,000,000 円］

○ 目的

取手市外 2市火葬場組合により火葬場「やすらぎ苑」の管理運営等を行う。

○ 内容

火葬場「やすらぎ苑」の適正な管理運営により、利用者の利便性及び公衆衛生の向上を

図る。

【火葬場組合負担金】 （単位：千円）

［担当：環境対策課］ P.174

3801 地球温暖化対策の推進に要する経費 8,421,000 円（8,796,000 円）

［国・県 1,200,000 円 その他 4,189,000 円 一財 3,032,000 円］

＊ 特財積算根拠

［県補：自立・分散型エネルギー設備導入促進事業費補助金 1,200,000 円］

［繰入金：ふるさと取手応援基金繰入金 1,540,000 円］

［繰入金：森林環境譲与税基金繰入金 2,649,000 円］

構 成 市 平均割 30％ 人口割 70％ 合 計 負担割合

取 手 市 11,940 38,455 50,395 42.206 ％

守 谷 市 11,940 25,701 37,641 31.525 ％

つくばみらい市 11,940 19,426 31,366 26.269 ％

計 35,820 83,582 119,402 100 ％
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○ 目的

令和 32（2050）年までに市域の温室効果ガス排出量実質ゼロを目指し、地球温暖化対策

を総合的・計画的に推進する。

○ 内容

（1）地球温暖化防止対策講座

地球温暖化の現状・対策の重要性について市民の理解を深め、自主的・自発的な環境に

配慮した行動を促進するため、地球温暖化対策について学び、考える機会を提供する。

・報償費（講師謝礼） 地球温暖化対策講座講師謝礼 550,000 円

（2）環境教育プログラム業務委託

子どもたちに環境問題への対応を切り口として、持続可能（サステナブル）な未来をつ

くる知恵や価値観を育む探究型環境教育を提供する。令和 4年度から事業を開始しており、

初年度は小中学校各 1校の計 2校、令和 5年度は小学校 4校と中学校 2校の計 6校、令和 6

年度は小学校 8校と中学校 4校の計 12校で実施し、令和 7年度までに市内全公立の小・中

学校へ展開を図る。また、探究型環境教育の推進に当たっては、児童・生徒がタブレット

等の情報通信技術（ICT）を活用しながら活動の成果を数値化、その成果を発表・発信し、

多世代に共感される課題対応アイディアを創出する力を身につけていく。

・委託料 環境教育プログラム業務委託料 2,200,000 円

（3）森林整備活動と環境教育事業業務委託

次世代を担う子どもたちに、自然環境での活動体験の場及び新たな学びのフィールドを

提供するとともに、植林体験（群馬県みなかみ町）を通じて地球温暖化の要因となる二酸

化炭素を吸収する役割を果たす森林整備や、林業に対する理解と関心を高める。

・委託料 森林整備活動と環境教育事業業務委託料 2,649,000 円

（4）自立・分散型エネルギー設備導入促進事業費補助金及び住宅用太陽光発電システム設

置補助金

市域における再生可能エネルギーの普及・拡大を図るため、住宅用蓄エネルギー設備及

び住宅用太陽光発電設備を導入する市民に対し、導入に要する経費の一部を補助する。

・負担金、補助及び交付金

自立・分散型エネルギー設備導入促進事業費補助金

50,000 円×30 基＝1,500,000 円

住宅用太陽光発電システム設置補助金

30,000 円×30 基＝ 900,000 円

［担当：環境対策課］ P.174

4001 取手駅東西口喫煙所管理に要する経費 2,666,000 円（2,390,000 円）

［一財 2,666,000 円］

○ 目的

取手駅東口コンテナ型喫煙所及び令和 6 年度に開設した取手駅西口コンテナ型喫煙所の

適切な維持管理及び防犯対策を行うことにより、健康増進法に定める「望まない受動喫煙」

の防止に資する。

○ 内容

・取手駅東西口喫煙所警備委託料 997,920 円
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・取手駅東西口喫煙所管理業務委託料 1,340,000 円

メンテナンス業務 1,243,000 円

エアコン内部洗浄業務 96,800 円

1 保健衛生費 7 公害対策費

［担当：環境対策課］ P.175

2001 公害対策事業に要する経費 5,019,000 円（4,597,000 円）

［その他 100,000 円 一財 4,919,000 円］

＊ 特財積算根拠

［手数料：土砂等による土地の埋立等に係る特定事業許可申請手数料 100,000 円］

○ 目的

水質分析調査、騒音・振動測定等の監視調査活動を実施することにより、市民の健康を

守り、快適な生活環境を保全する。

○ 内容

・公害水質調査委託料 2,060,823 円

河川水質調査 1,067,633 円

古利根沼水質調査 460,790 円

井戸水の有害物質調査 532,400 円

・産業廃棄物対策調査委託料 994,400 円

・自動車騒音常時監視調査業務委託料 1,636,800 円

［担当：環境対策課］ P.175

2501 放射能対策に要する経費 8,783,000 円（7,276,000 円）

［国・県 8,727,000 円 一財 56,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：放射線量低減対策特別緊急事業費補助金 8,727,000 円］

○ 目的

除染作業が終了した子ども関連施設の事後モニタリング測定を継続して実施し、除染効

果の維持状況を確認するとともに、測定結果をホームページで公表し、住民の安心感の醸

成を図る。また、家庭菜園等で採取した市民持込食材の放射性物質検査を継続して実施し、

食の安全・安心を確保する。

○ 内容

・一般持込食材放射性物質検査委託料 27,500 円

・除染実施後モニタリング業務委託料 8,068,029 円

2 清掃費 1 清掃総務費

［担当：環境対策課］ P.177

2201 合併処理浄化槽設置整備費補助事業に要する経費 11,646,000 円（11,627,000 円）

［国・県 7,732,000 円 一財 3,914,000 円］

＊ 特財積算根拠

［国補：循環型社会形成推進交付金 3,866,000 円］
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［県補：合併処理浄化槽設置事業費補助金 3,866,000 円］

○ 目的

生活排水による公共水域の水質汚濁防止を目的に、合併処理浄化槽の設置及び単独処理

浄化槽からの転換を促進する。

○ 内容

専用住宅に合併処理浄化槽を設置する際、単独処理浄化槽又はし尿くみ取り便槽の撤去

費用、宅内配管工事費用、単独処理浄化槽の雨水貯留槽等への再利用に対して補助金を交

付する。

・合併処理浄化槽設置費補助

5人槽 332,000 円×21 基＝6,972,000 円

7 人槽 414,000 円× 5基＝2,070,000 円

10 人槽 548,000 円× 1基＝ 548,000 円

・単独処理浄化槽撤去費補助 120,000 円×2基＝240,000 円

・宅内配管工事費補助 300,000 円×5か所＝1,500,000 円

・くみ取り便槽撤去費用補助 90,000 円×2基＝180,000 円

・単独処理浄化槽雨水貯留槽等への再利用補助 90,000 円×1基＝90,000 円

2 清掃費 2 じん芥処理費

［担当：環境対策課］ P.178

2001 じん芥収集に要する経費 432,763,000 円（408,915,000 円）

［その他 10,307,000 円 一財 422,456,000 円］

＊ 特財積算根拠

［手数料：一般廃棄物許可申請手数料 63,000 円］

［手数料：粗大ごみ収集運搬手数料 5,274,000 円］

［諸収入：雇用保険料本人負担分 47,000 円］

［諸収入：資源物売却代 4,923,000 円］

○ 目的

家庭ごみの収集運搬を実施し、市民の良好な生活環境を確保する。

○ 内容

市内の一般家庭から排出される一般廃棄物（可燃、不燃、粗大）及び資源物（あき缶類、

あきビン、新聞紙、雑誌及び雑紙、段ボール紙、紙パック、古布、プラスチック製容器包

装、ペットボトル）の収集運搬を業者に委託して実施する。また、5種 16 分別による収集

を行い、ごみの減量及びリサイクル推進を図る。

・委託料 じん芥収集運搬委託料 421,262,000 円

2 清掃費 3 ごみ減量推進費

［担当：環境対策課］ P.179

2001 ごみ減量推進に要する経費 7,020,000 円（9,095,000 円）

［その他 4,480,000 円 一財 2,540,000 円］

＊ 特財積算根拠

［繰入金：地域振興基金繰入金 4,480,000 円］
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○ 目的

生ごみ処理機等購入補助金や資源物回収助成金の交付により、ごみの減量化やリサイク

ルへの市民意識の高揚を図る。

○ 内容

（1）生ごみ処理機等購入補助金

生ごみ処理機等を購入した者に対し、補助金を交付する。

・負担金、補助金及び交付金

生ごみ処理機等購入補助金 2,070,000 円

購入費の 2分の 1に相当する額

電気式処理機（限度額 20,000 円、1世帯につき 1基まで）

その他の処理機（限度額 3,000 円、1世帯につき 2基まで）

（2）資源回収助成金

自主的に資源物を回収する活動を行っている団体及びこれに協力している回収業者に対

し、実績に応じた助成金を交付する。

・負担金、補助金及び交付金

資源回収助成金 4,350,000 円

2 清掃費 5 し尿処理費

［担当：環境対策課］ P.180

2001 し尿処理事業に要する経費 51,441,000 円（52,839,000 円）

［その他 23,332,000 円 一財 28,109,000 円］

＊ 特財積算根拠

［手数料：し尿処理手数料 23,280,000 円］

［手数料：一般廃棄物許可申請手数料 52,000 円］

○ 目的

市内から排出される一般廃棄物（し尿）の収集と運搬を適正に行い、市内の生活環境を

清潔に保つ

○ 内容

市内のくみ取り式トイレのし尿くみ取りを定期的に実施する。また、世帯からの要望時

や災害時等には、必要に応じて臨時のくみ取りを実施する。

・龍ケ崎地方衛生組合搬入処理手数料 7,027,200 円

・し尿収集運搬委託料 43,362,000 円

［担当：環境対策課］ P.181

2101 龍ケ崎地方衛生組合負担金 104,571,000 円（107,325,000 円）

［一財 104,571,000 円］

○ 目的

市内から搬出された、し尿及び浄化槽汚泥の処理を適切に行い、生活環境を保全する。

○ 内容

し尿及び浄化槽汚泥を龍ケ崎地方衛生組合の「龍の郷クリーンセンター」において処理

する。
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分担金表 （単位：千円）

No 市町村名
投入

実績％

一般経費
令和 7 年度

分 担 金

令和 6年度

分 担 金
比 較

均等割

5％

実績割

95％

1 龍ケ崎市 18.68 2,440 69,274 71,714 71,820 △106

2 牛 久 市 11.36 2,440 42,128 44,568 43,454 1,114

3 取 手 市 27.54 2,440 102,131 104,571 107,325 △2,754

4 利 根 町 3.03 2,440 11,237 13,677 13,971 △294

5 河 内 町 7.20 2,440 26,701 29,141 28,731 410

6 稲 敷 市 15.80 2,440 58,594 61,034 60,964 70

7 美 浦 村 3.90 2,440 14,463 16,903 17,169 △266

8 阿 見 町 12.49 2,440 46,319 48,759 47,915 844

計 100.00 19,520 370,847 390,367 391,349 △982
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